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［問題 1］2018 差替 

 法律による行政の原理に関するア～オの記述のうち，妥当なもののみをすべて

挙げているのはどれか。 

 

ア 法規命令も条例も法律に違反すると認められるときは違法となるところ，こ

れらが法律に違反するか否かを判断するための基準として，判例は同一のもの

を用いている。 

イ 憲法第８４条について，判例は，租税法律主義と侵害留保原理それぞれの歴史

的由来が異なることから，同条は，侵害留保原理の考え方とは関連を持たないと

の理解に立っている。 

ウ 判例は，授益的行政行為（行政処分）の撤回につき，与えられた利益の剥奪で

あるとして，侵害留保原理に基づき，撤回を認める個別的な法律上の根拠を要求

している。 

エ 我が国の現行法制度の下では，行政行為（行政処分）により課された義務を私

人が履行しないため行政が行政上の強制執行を行うには，行政行為（行政処分）

により私人に義務を課すことを認める法律上の根拠に加えて，当該義務の行政上

の強制執行を認める別の法律上の根拠が必要であると一般に解されている。 

オ 行政機関による行政指導について，判例は，一般に，行政機関はその任務ない

し所掌事務の範囲内において，一定の行政目的を実現するため，特定の者に一定

の作為又は不作為を求める指導，勧告，助言等をすることができるとしている。 
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（参考） 日本国憲法 

第８４条 あらたに租税を課し，又は現行の租税を変更するには，法律又は法律の

定める条件によることを必要とする。 
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□□ ア ×  
条例が法令に違反するか否かの判断基準として，最大判昭 50.9.10 は，「条例が
国の法令に違反するかどうかは，両者の対象事項と規定文言を対比するのみで
なく，それぞれの趣旨，目的，内容及び効果を比較し，両者の間に矛盾牴触が
あるかどうかによつてこれを決しなければならない。」としている。これに対し，
法規命令が法律に違反するか否かの判断に際しては，判例は条例のときのよう
な判断基準を定立せず，制定された命令が法律の委任の趣旨を逸脱・濫用して
いる場合には，当該命令は違法となるとしている（最大判昭46.1.20，最判平2.2.1，
最判平 3.7.9，最判平 25.1.11）。 

□□ イ × 
最大判昭 30.3.23 は，「国民は……あらたに租税を課し又は現行の租税を変更す
るには法律又は法律の定める条件によることが必要とされている……（憲法 84
条）。されば日本国憲法の下では，租税を創設し，改廃するのはもとより，納税
義務者，課税標準，徴税の手続はすべて前示のとおり法律に基いて定められな
ければならないと同時に法律に基いて定めるところに委せられていると解すべ
きである」としている。これは，租税法律主義と同時に侵害留保原則について
も言及したものである。 

□□ ウ ×  
受益的行政行為の撤回については，法律の明確な根拠がなくとも公益上必要が
あるときは，原処分の根拠規定あるいは行政上の一般原則等を根拠として許さ
れる（最判平 7.6.23）。 

□□ エ 〇  
行政庁が国民に対して義務を課すには，根拠規範が必要である。そして，相手
方に義務を課す権限は，当該義務の履行を行政的に強制する権限を内包してお
らず，行政上の義務の履行を強制するためには，別途，そのための根拠規範が
必要であると一般に解されている。 

□□ オ 〇  
行政手続法 32 条１項は「行政指導にあっては，行政指導に携わる者は，いやし
くも当該行政機関の任務又は所掌事務の範囲を逸脱してはならないこと及び行
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政指導の内容があくまでも相手方の任意の協力によってのみ実現されるもので
あることに留意しなければならない」としている。そして，行政指導の内容と
しては一般に，特定の者に一定の作為又は不作為を求める指導，勧告，助言等
をすることができるとされている（最大判平 7.2.22）。 
 

  




